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野々村ひろみ市議の代表質問（12⽉ 3⽇） 主な質問と答弁

アベ政治の評価について
野々村議員 ⽴憲主義否定、⺠主主義と地⽅⾃治を破壊する安倍政治を厳しく批判、⾒解を

ただす
加藤市⻑ 「仕⽅ない」「おおむね評価」・・・⽴憲主義も地⽅⾃治も語れず
野々村議員は、沖縄辺野古への米軍新基地建設押し付けにかかわって、民主主義と地方自治を

破壊する暴挙だと批判し、市長の見解をただしました。これにたいし加藤市長は、「沖縄の負担は

大きいが国全体のことを考えると仕方ない」などと安倍政治を追認。自衛隊への「適齢者」名簿

提供をやめるよう求めたことに対しても、「ダイレクトメールを送るのに使い、無理な勧誘はしな

いといっている」など自衛隊の言い分を代弁するだけでした。

市⺠⽣活応援の予算編成を 215 億円のためこみを使え
野々村議員 中核市平均以下の⺠⽣費を増やし、在宅福祉介護料や通学費補助の増額を求める
「長野市の民生費予算の割合（32.7％）を中核市平均 40.7％まで増やせば 100億円以上増額できる」という

野々村議員の指摘にたいし、加藤市長は「民生費予算が少ないのは生活保護受給者が少ないから。予算割合だけ

で福祉が遅れているとは言えない」と居直りました。野々村議員は、商工観光費の割合は平均の 2倍であること

を指摘、市民生活擁護に転換を求めました。

野々村議員はさらに、年額 13万 5千円だった在宅福祉介護料が 3万 5千円に減額され、県内他市と比較して

下から 2番目という実態も示し、県下一の財政力のある長野市で、在宅福祉介護料をせめて重度者への支給額は

元に戻すことや各種見舞金制度の復活など、この間ためこんでいる 215億円の基金を市民生活応援のためにつ

かうよう強く求めました。これにたいし保健福祉部長は「個人への給付引き上げは行わない」と冷たい答弁。中

山間地から市街地の高校への通学費補助の実施についても、市民生活部長は「必要性は認める」としながら「実

態調査と公平性について研究中」と答えるにとどまりました。

マイナンバー制度 介護保険の申請は「記載なくても受理する」
野々村議員は個人情報の漏えいなど危険の高いマイナンバー制度の中止を求める立場を表明するとともに党

の小池晃参院議員らの質問にたいし、介護保険の申請のさいは、マイナンバーの記載がなくても申請を受理する

との国会答弁があったことを紹介。保健福祉部長は、「記載がなくても受理する」とこたえました。

改定介護保険法について
野々村議員 介護現場の実態をつかみ、現⾏サービスの維持、職員の処遇改善へ、国に報酬引き上げを求
め、⻑野市独⾃にも上乗せをするべきだ

介護保険法の改定による影響について、野々村議員は現場の不安の声を紹介し、市が行った介護従事者の充足

についての調査結果と対応を質問。保健福祉部長の「充足していないと答えた事業所は 60％を超えていたが、

必要な基準は満たされており、余裕がほしいから募集がおこなわれている」との答弁、認識にたいし、「現場の

実態を知らない発言だ」と厳しく批判しました。

今回の改定で、要支援 1・2を介護保険から外して市町村の総合事業に移行するのにともない、長野市は専門

職の配置基準を下げて対応する方向で準備しています。野々村議員は「現行相当サービスを基本・中心に構築す

べきだ」とし、「国に介護報酬の引き上げを要求する」こと、さらに、サービスの質の維持、介護労働者の処遇

改善のために「市独自の上乗せを図ること」を強く求めましたが、保健福祉部長は、「要求しない」「考えていな

い」との答えでした。

野々村議員は、施設入所の低所得者にたいする部屋代や食事代の補足給付が打ち切られたことなど、今回の介

護保険法の「改定」による悪影響の広がりが懸念されるもとで、「住民と一緒に改悪を許さないために声を上げ

ていくべきだ」とし、実態調査をおこなうことを要望しました。

子どもの貧困について
働いても豊かになれない、いわゆる「ワーキンングプア」が 1千万人を超え、18歳未満の子どもの貧困率（122

万円以下で暮らす子どもたち）は 16.3％という実態を示したうえで、市内小･中学校の学校集金の徴収金の実

態を教えてください。（答）１年間の集金額、小学校約 76000円 中学校約 124000円

保護者の負担は大変重くなっています。憲法で「義務教育は無償とする」となっています。ところ

が払いたくても払えない家庭が大変多くあります。長野市の今後の、保護者負担軽減のためのとりく

みについてお伺いします。（答）校外学習の負担を見直したり、給食費を抑える努力をしていきたい

就学援助支給内容の改善について
中学校の修学旅行費は、6万～7万円で、保護者にとって大きな負担です。この修学旅行費は、修学旅行が終

わってからの支給になりますが、医療費と同様に、修学旅行の事前に支給してほしいという要望が多くあります。

事前の支給にしていただきたいが、見解を伺います。

（答）就学援助は 6月に確認なので確定できない。事前支給だと混乱が起きる。

特別支援教育支援員に関わって
現在の長野市内の小中学校の特別支援学級の学級数と特別支援教育支援員の配置状況を教えてください。

（答）H27年 小学校で 55校中 45校、中学校 19校中 24校で特別支援学級。合計 58額級。特別支援教育支

援員、小学校 79名、中学校 28名合計 107名配置。

特別な支援を要する児童は、全国平均で約 6％いると言われています。１学級 1人から 2人いることになりま

す。あるクラスのなかに、教室を飛び出してしまう子が、複数いて、担任一人では対応できない場面もあります。

ぜひ、現場の要望に見合う特別教育支援員の配置を望みますが、再答弁を求めます。

（答）特別支援教育支援員の中で、16名は必要な学校へ配置できるような配慮をしている。支援員のみなさん

には、支援を要する児童が自立できるようにするとともに、集団の中でなじむように支援している。

「集団のなかでなじめない」から支援が必要なのであって、多くの現場では支援員の配置を望んでいる。ぜひ

現場の声を聞いて配置してほしい。

有害鳥獣被害対策について
今、かつてなく有害鳥獣被害が深刻になっています。最初に、有害鳥獣による農作物の被害の推移、捕獲頭数

の被害について伺います。

（答）平成 26年度 6766万円の被害。捕獲頭数は、イノシシ 679頭、二ホンジカ 469党、合計 1180頭。中山

間地の被害については、依然として農作物の被害は深刻で、二ホンジカによる果樹

被害は、深刻です。

こうした有害鳥獣被害の対策について、市長は今後どのようにすすめようとしているか伺います。

（答）対策は、①有害鳥獣の個体数を減らす。②電気柵の設置。③有害鳥獣を「呼び寄せない」対策を重点に行

っていく。

猟友会のみなさんは「狩猟」は、命がけと言います。「とめさし」の時に、イノシシは、わ

○「イノシシ・二ホンジカ捕獲のわな」購入の補助金増額と有害鳥獣捕獲の補助金の増額をしていただきたい。

（答）現状の補助金 15000円の中に、わな購入補助・見回り補助などが含まれている。

また、免許更新のための試験は、講習修了者全員に資格を与えられるよう県に働きかけること。

（答）平成２７年度から、県の条例により、狩猟税が軽減され 27000円に軽減された。

事故を防ぐために、試験を行うことが重要であると考えている。

○西山地域に解体処理施設所新設すること。（答）長野市内にバランスよくつくることが大事であり研究したい。


